あかるいしがのかい　　　あかるいしがのかい　　　あかるいしがのかい　　　あかるいしがのかい　　　あかるいしがのかい　　　あかるいしがのかい　　　あかるいしがのかい　　　あかるいしがのかい　
[image: image1.jpg]


[image: image2.jpg]


[image: image3.bmp]



あかるいしがのかい　　　あかるいしがのかい　　　あかるいしがのかい　　　あかるいしがのかい　　　あかるいしがのかい　　　あかるいしがのかい　　　あかるいしがのかい　　　あかるいしがのかい　







明るい滋賀県政をつくる会（略称・明るい滋賀の会）


　　　520-0051　大津市梅林１丁目3-30　滋賀県労連内


　　　　電話077-521-2536　　ﾌｯｧｸｽ077-521-2534


　　　　　　　郵便振替口座01090-5-33926


　　　E-mail: � HYPERLINK "mailto:shigaken-roren@aqua.plala.or.jp" �shigaken-roren@aqua.plala.or.jp�（県労連宛）














  いつもと違う９月県議会　統廃合が最大の焦点に


　９月県議会はいつもと違う光景でした。自民、民主、対話、公明の各会派が高校統廃合問題で討論に臨んだのです。一般質問で８人が質問に立ち、議会最終日の10月12日には、自民党が「県立高校の再編に関する決議案」を提案。そこには「少なくとも1年以上時間をかけ、更に慎重な検討を」とありました。これに対し４人が賛成討論に立ち、決議案は全会一致で採択されました。県議会が高校問題で地域住民の思いを写しだす。こんなことは、ここ数十年なかったことです。この事態は何故生まれたのか。


　「一旦立ち止まるとの答弁がないと、私は湖北へ帰れない」


　湖北では、「長北と長浜北星定時制を守れ」の声が合流し、９月12日、425の単位自治会を束ねる長浜市連合自治会が県知事に「再編案の白紙撤回」を要請。県議会で出身議員が「一旦立ち止まるとの答弁がないと私は湖北へ帰れない」と言わざるを得ません。彦根では、署名運動が一気に広がり、９月26日、彦根西高校のＰＴＡなどが県に署名15,115筆を提出。彦根市長は県に公開質問状を出し「白紙撤回の意志」を明確にしました。信楽では、地域・自治会ぐるみで「分校化反対」の署名行動を展開。９月30日、「信楽高校を守る会」は県知事などに7000を超える署名を携えて要請しました。３つの地域では、住民が立場超えて「地域の高校を守る」の一点で合流しています。


  「皆さんとはお付き合いはなかったが黙ってられないから…」


  ３地域の運動を受けて、「高校の統廃合は許さない10・１県民のつどい」が開かれ331人が集まりました。
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　明るい滋賀県政をつくる会は、夏から取り組んでいた「原子力発電に依存する電気・エネルギー政策からの撤退ならびに老朽原発の廃炉など安全確保へ抜本的対策を求める要請書」を、９３７１筆の署名とともに、１１月２５日に荒川敦副知事と県議会議長に提出しました。提出には、辻義則代表ら７人が参加し、「知事の卒原発は消極的」「福島では生活再建が出来ず、自営業者は商売のめどもたっていない」「医療関係者は現場を離れたくても被災者をおいては離れられない」と訴え、「期限を切って原発からの撤退を」と一歩進んだ政策を強く要請しました。





集いでは、自民党の青木県議(彦根)と西村県議(彦根)甲賀市の中西市議が挨拶。西村氏は「私は皆さんとはお付き合いはなかったが黙ってられない」。集い参加者は、この３人の保守系の議員の挨拶に住民を代表する真摯な姿を見て惜しみない拍手を送りました。集いは、県行政と県議会の討論に大きな影響をあたえました。


  県は再編実施の構え　教育委員から意見が


　県民世論の高まりと議会決議を受けて、県がどんな姿勢を示すのか注目されていました。しかし、11月９日の県教育委員会で、県教委事務局は、再編原案の基本は変えず、計画策定の３月延期と長浜北高、彦根西高などの統合を１年先送りする方針を示しました。これは、地域の声も「少なくとも１年以上検討する」という議会の声もないがしろにするものです。その場で、複数の教育委員から「県民合意が出来ていなければ、夏休み前の策定は無理だ」「県教育委員会として反省すべき点があった」などの意見が強く出されました。


カギは地域住民と県民の大合流


　「１年先送り」の新聞見出しを見てホッとする傾向があります。しかし、県は堅い姿勢を全く崩していません。同時に、それに対する包囲網も広がっています。県立高校を考える会は、手を緩めず、県民の大合流をさらにすすすめます。当面は、次の行動を行います。


　①県議への働きかけを強める。


　②３地域の取り組みを支援する。 


　③全県署名を集め12月14日に教育長に提出する。





   署名提出12月14日(水)　８時40分教育長室


　　　　　　　　　８時20分に新館のサロンに集合


   杉原 秀典（県立高校の統廃合を考える会代表世話人）








TPPが日本の医療におよぼす影響は、これまですすめられてきた「貿易自由化」と決定的に異なり、甚大なものです。TPP参加は例外なき関税の撤廃を求められますから、物品の貿易以外にも、金融や保険、医療や介護にまで規制緩和の嵐にさらされます。国民生活を守るための様々な制度や仕組みが「障壁」として撤廃される危険があり、医療の分野では混合診療が解禁され国民皆保険制度が危機に陥ります。


そもそも日本の長寿、世界に誇れる医療機関へのアクセスのよさを保障してきたのが５０年前にできた国民皆保険制度です。国民や医療者の悲願であった「保険証１枚でどこの医療機関にもかかれる」国民皆保険制度が実現されるまでは、お金のありなし、住む地域によっていのちや健康に格差がありました。国民皆保険制度でどこでもだれでも均一な医療が制度として保障されてきたのです。その対極にあるのがアメリカです。映画「シッコ」で描かれたまさに金、経済論理に支配されたアメリカ医療。公的医療保険の対象が制限され、民間医療保険が幅をきかす医療。アメリカは医療技術や医学研究、高度医療が世界一でありながら、国民の一部しかその恩恵を受けず、多くの国民が十分な医療を受けられず、医療制度に対して国民は大きな不満を持っています。そのようなアメリカ型の医療に日本が大きく舵をきることになります。先進医療や新薬は保険からはずされ、保険外診療、全額自己負担となり、所得のある人しか受けられなくなります。所得による「医療格差」が大きく拡大します。


日本では「医療法」第７条の規定により、医療が営利目的で行われることを禁止しています。医療法人においても営利性が否定され、剰余金の配当は禁止されています。（医療法５４条）しかしTPP参加でこの非営利の原則も解体される危険があります。営利を目的とする企業、株式会社が病院を経営することが可能となります。不採算な部門や地域からは撤退、コスト削減により医療の質の低下は必須です。


民間保険会社が病院を経営し、患者情報は顧











客情報となり、患者の選別や囲い込みが日常化します。


制度だけではありません。TPPに参加すると人の移動が自由化され、外国人医師や看護師、介護士が日本に流入し、日本人の医師は待遇が良いところに流出することも予測されます。国内も国際的にも医師数の偏りが加速します。現在でも国内では医師、看護師の絶対的不足と偏在が大きな問題ですが、TPP参加で拍車がかかると予測されます。日本の労働者の賃金全体が歯止めなく低下する危険があり、特に安い介護労働者の流入で、現在も低賃金である介護の現場の労働条件がますます悪化すると予測されます。


TPP参加で医療、介護には全くよくなることはありません。医療界挙げてTPP参加に反対しこれまでにない連帯・連携が広がっています。日本の農業、食の安全も国民の健康に直結します。日本の医療の市場化、営利化を許さず、国民皆保険制度を守りぬくために、今が踏ん張りどころです。ひろく国民、各界と連帯し、TPP参加反対の運動に最後まで奮闘しましょう。


東　昌子（ぜぜ診療所医師）














